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分公司は対外的に契約を締結できるか
「会社法」第14条によれば、会社は、分公司を設立する際に、公司登記機関に登記を申請し、営業許可証を受領するものとする。分公司は企業法人資格を有せず、民事責任は会社が負うと定められている。分公司は独立的な財産と法人資格を有しなくても、工商登記を行い営業許可証を受領さえすれば、「民事訴訟法」上のその他の組織として民事訴訟の当事者となることができる。「民訴意見」第41条に基づき、会社が法に従い分公司を設立せず、又は法に従い分公司を設立しても営業許可証を受領しない場合、当該分公司を設立した会社を民事訴訟の当事者とする。

故に、分公司が対外的に直接当事者として民事訴訟活動に参加できるか否かについて、営業許可証を受領したか否かを要件とし、分公司は工商登記を行い営業許可証を受領さえすれば、その他の組織として対外的に営業活動を行うことができると公示され、当然民事訴訟法上の当事者として民事訴訟活動に参加できるようになっている。

本稿では、工商登記を行い営業許可証を受領した分公司は自分の名義で対外的に契約を締結できるか否か、当該契約が発効するか否か、会社及び分公司の民事責任分担を以下のとおり述べましょう。

１、分公司は自らの名義で対外的に契約を締結できるか否か

分公司が自らの名義で対外的に契約を締結することができると考えられている。分公司は工商登記を行い営業許可証を受領さえすれば、会社の支社として合法的経営権を有すると見做されている。合法的経営権とは、分公司が対外的に自らの名義で営業許可証記載の経営範囲内でビジネス活動を行うことができることを指すものである。故に、分公司が自らの名義で対外的に契約を結ぶ際に、その法律上の合法的経営権に基づき、分公司が対外的に契約を締結する際に分公司の社印を押すだけでも構わない。

２、分公司が自らの名義で対外的に締結した契約の効力について

　通常、分公司が自らの名義で対外的に締結した契約は、その経営範囲内に止まり、又はその経営範囲を超えても契約の内容が国の経営制限、フランチャイズ制限及び法律法規の禁止性規定に違反しない限り、合法的且つ有効であるとすべきである。分公司が経営範囲を超えて対外的に自らの名義で締結した契約については、関連法規に基づき、この場合、分公司による対外的な担保の提供は制限されている。「担保法」司法解釈第17条に基づき、会社の分公司は、会社の書面による授権を得ず、担保を提供した場合、当該担保契約が無効となる。会社の分公司が会社の書面による授権を得ても、当該授権の範囲が不明確な場合、会社の分公司は担保契約に定める債務の全部に保証責任を負うものとする。

３、分公司が対外的に自らの名義で締結した契約に対する民事責任の分担

上述した通り、分公司は対外的に自分の名義で契約を締結することができるが、当該契約に起因する法的責任は次の通りとする。分公司は、自ら経営し、経営管理にかかわる財産を所有し、相応の民事責任を負うよう求められた場合、まずは分公司が経営管理する財産をもって賠償を行うべきであるが、分公司がその財産のすべてをもって債務の全部を返済できない場合、「最高人民法院の人民法院執行工作の若干問題に関する規定（試行）」第78条に基づき、裁判所は、会社を被執行者として債務を返済するよう求めるが、会社が直接経営管理する財産を以って債務の全部を返済できない場合、会社が設立した分公司の財産に対し執行するものと裁定を下すことできる。

分公司が会社の授権範囲を超え、契約を結んだ場合、会社は分公司がその授権範囲を超えたことを理由に返済責任を負わないと主張できるか。

相手方が分公司が授権範囲を超えて契約を締結したことを知った又は知るべき場合を除き、分公司が対外的に締結した契約が会社の授権範囲を超えたとしても、会社と分公司との間の約定に過ぎないので、相手方と分公司が締結した契約に対抗できない。契約が合法的且つ有効であれば、会社は相応の補充責任を負わなければならない。

　分公司が対外的に締結した契約に起因する、会社が負担すべき民事責任は補充責任であり、分公司が債務の全部を返済できない場合、会社は残りの債務に対して返済責任を負わなければならない。実務上、分公司及び会社は共同被告として、分公司に相応の法的責任を負う一方、会社に分公司が返済できない部分の補充責任を負うよう求められるのは一般的である。


科学技術部、財政部、国家税務総局の「ハイテク技術

企業認定管理弁法」の改訂について

科学技術部、財政部、国家税務総局の連名で配布される「ハイテク企業認定管理弁法」（以下、弁法という）の改訂版は2016年1月1日より施行されました。弁法は23条で構成されて、その概要は以下の通りである。

背景

2008年版の《ハイテク企業認定管理弁法》の2008年から2015年末までの実施の間で、全国におけるハイテク企業認定社数は7.9万社に達し、社会経済の発展に役立った。しかし、その2008年版弁法は今日の産業の発展に追い付かず、その認定条件が目下の中小企業への支持力傾斜や行政の簡素化という政策からかけ離れた状況を是正するために、多くの改定内容を盛り込まれた「弁法」の施行はこれからの中小企業にどれほど効果をもたらすか注目されたい。

主な改訂内容

１、大中型企業の販売収入におけるR&D費用の占める比率3％、4％を変えない状況下、中小企業の販売収入におけるR&D費用の占める比率６％を５％に引き下げることによってより多くの中小企業にハイテク企業の優遇策を享受させる。

２、R&Dの外注化の傾向に応じ、ハイテク企業に対して、企業当年度職員総数における大学専科以上の学歴の技術者30％以上を必要とする要求を解消し、R&D及びイノベーション活動に関わる技術者の占める比率の10％を下回らないものに変更する。

３、「ここ３年以内」知的財産権の獲得への制限を取り消し、及び「５年以上独占許可」で知的財産権の取得方式を取り入れ、企業による独自のR&D或いは技術譲渡を激励し、知的財産権の濫用を回避する。

４、認定の公示時間の15日の営業日から10日の営業日までに短縮し、認定管理プロセスを簡素化する。

５、ハイテク分野を中心に重点的にハイテク企業をサポートし、遅れた技術を淘汰し、優遇政策は科学技術革新を牽引する役割を果す。

三、ハイテク企業の認定のメリット

１、企業の成長のモデルチェンジの促進。企業のイノベーションを励まし、技術レベルを高める。

２、企業のブランドイメージの向上。経営者の技術革新意識の強さ、市場開拓能力及び管理能力レベルの高さ、企業の成長性を示す。

３、税収減免優遇政策の享受。認定されたハイテク企業は15％の優遇税率を享受する。

４、企業の市場価値の向上。企業による国内外市場への参入に有利、入札際の重要な条件となる。

５、企業の資本価値の向上。地方政府、業界組織からの優遇政策及び資金援助、ファンドからの投資、銀行からの融資を受けやすい。


	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	科学技術部、財政部、国家税務総局の「ハイテク企業認定管理弁法」の改定配布に関する通知『重要法規解説』をご参照下さい）
	2016/01/01

	2
	国土資源部の「不動産登記暫行条例実施細則」
	2016/01/01

	3
	国務院の「加工貿易創新発展の促進に関する若干意見」
	2016/01/04

	4
	国家税務総局の「輸出税金還付（免除）における事中事後の更なる管理の強化に関連する問題に関する公告」
	2016/01/07

	5
	国務院の「天津など12都市における越境電子商務綜合試験区の設置の同意に関する批復」
	2016/01/12

	6
	国家食品薬品監督総局の「食用農産品市販品質安全監督管理弁法」
	2016/03/01

	7
	国家食品薬品監督総局の「食品薬品苦情検挙管理弁法」
	2016/03/01

	8
	国家発展改革委員会の「省エネ監察弁法」
	2016/03/01

	9
	国家新聞出版ラジオデレビ総局の「新聞出版許可証管理弁法」
	2016/03/01

	10
	交通運輸部の「道路運輸車両技術管理規定」
	2016/03/01

	11
	文化部の「芸術品経営管理弁法」
	2016/03/15

	12
	公安部の「自動車運転免許証申請取得及び使用規定」の改定に関する決定
	2016/04/01

	13
	工業情報化部、国家発展改革委員会、科学技術部などの「電器電子産品有害物質使用制限管理弁法」
	2016/07/01


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注①：本ニューズレターに掲載した内容のすべての著作権は弊所に帰属します。無断複製、無断変更、無断引用、またはこれらに類する行為を固くお断りいたします。

注②：本ニューズーレターを皆様へご参考までにお送りさせて頂いており、弊所弁護士の正式的な法的意見を構成してはおりません。法務をご必要の際は弊所弁護士へその旨を具体的にご相談下さいませ。

注③：本ニューズーレターに掲載した新主要法令の中国語原文がご入用でしたら、ご連絡をいただければ弊所より無料で（中国語のまま）ご提供いたします。（日本語翻訳文は有料とさせていただきます。）
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